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１．専修学校教育振興策に係る 
基本的方向性等 

（専修学校制度の概要・特色） 



１．目的、課程及び主な要件 

２．修了者に対する称号の付与 

目  的 職業若しくは実際生活に必要な能力を育成し、又は教養の向上を図る。 
（学校教育法第１２４条） 

要  件 修業年限１年以上、年間授業時数８００時間以上、常時４０人以上の在学生 等 

課  程 高等課程（高等専修学校） 
入学資格：中学校卒以上 

専門課程（専門学校） 
入学資格：高校・高等専修学校 
     （３年制）卒以上 

一般課程 
入学資格：限定なし 
     （学歴不問） 

※ 各種学校：修業年限１年以上（簡易なものは３ヶ月以上）、年間授業時数６８０時間以上（入学資格：限定なし） 

 修業年限２年以上、総授業時数１,７００時間以上等の要件を満たす専門課程を修了した者には「専門士」、修業年限４年以
上、総授業時数３,４００時間以上等の要件を満たす専門課程を修了した者には「高度専門士」の称号を付与 

３．学校数・生徒数 
専修学校の設置者別学校数、生徒数、教員数 【平成２７年度学校基本統計】  ( )内は百分率を示す  

専修学校の分野別、課程別生徒数  【平成２７年度学校基本統計】                                ( )内は百分率を示す  

設置者 区
分 

総  計 国  立 公  立 私  立 

学校数 3,201 校 
（100） 

9 
（0.3） 

193 
（6.0） 

2,999 
（93.7） 

生徒数 656,106 人 
（100） 

411 
（0.1） 

25,963 
（4.0） 

629,732 
（96.0） 

教員数 
（本務者） 

40,917 人 
（100） 

96 
（0.2） 

2,882 
（7.0） 

37,939 
（92.7） 

専修学校の概要 
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区 分 学校数 生徒数 

高等課程 431校 40,095人 

専門課程 2,823校 588,183人 

一般課程 175校 27,828人 

総 計 3,201校 656,106人 

工　業 農　業 医  療 衛  生
教育・社会

福祉
商業実務 服飾・家政文化・教養 合  計

高等課程 5,138 5 12,064 5,966 1,222 8,625 3,345 3,730 40,095
(12.8) (0.0) (30.1) (14.9) (3.0) (21.5) (8.3) (9.3) (100)

専門課程 77,482 4,991 202,723 73,396 39,632 61,333 14,792 113,834 588,183
(13.2) (0.8) (34.5) (12.5) (6.7) (10.4) (2.5) (19.4) (100)

一般課程 16 0 92 561 0 93 561 26,505 27,828
(0.1) (0.0) (0.3) (2.0) (0.0) (0.3) (2.0) (95.2) (100)

合　計 82,636 4,996 214,879 79,923 40,854 70,051 18,698 144,069 656,106
(12.6) (0.8) (32.8) (12.2) (6.2) (10.7) (2.8) (22.0) (100)



○専修学校は8つの分野で、社会的ニーズに応じた多様な職業教育を実施 
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各分野の特色 



○ 専修学校に関するこれまでの主な制度改正等の概要 

修
了
者
の
学
習
成

果
の
評
価 

大
学
・大
学

院
と
の
接

続 

教
育
の
質
の 

向
上 

学
校
間
に
お
け

る
学
修
の
相
互

評
価 

助
成
・税
制 

【平成10年】 
[専門課程･2年以上等] 
大学編入学資格の付与 

【平成17年】 
[専門課程･４年以上等] 
大学院入学資格の付与 

【平成3年】 
大学等にお
ける専門学
校教育の単
位認定 

【平成5年】 
高校におけ
る専修学校
教育の単
位認定 

【昭和58年】 
学校法人・準学
校法人への施設
整備費創設 

【昭和60年】 
専修学校補
助等に関する
地方交付税
措置 

【平成22年】 
高等課程生徒
に対する「高等
学校等就学支
援金」の支給 

【平成11年】 
専修学校にお
ける大学等の学
修の履修認定
に係る範囲拡大 
［1/4→1/2］ 

【平成16年】 
財務情報の公
開の義務化 

【平成24年】 
単位制・通
信制の制度
化 
 

【平成19年】 
自己評価の義
務化等・学校
関係者評価の
努力義務化 

【平成24年】 
専修学校が授業科目の
履修とみなすことができ
る学習の範囲の拡大（高
等学校専攻科、職業訓
練等） 

【平成25年】 
高等専修学校の授業料減免措
置に関する地方交付税措置を
開始 
 
JASSO奨学金事業の対象拡
大（専門学校の修業年限２年
未満の課程も新たに対象化） 

 

教育資金の一括贈与に係る非
課税措置の創設 

【昭和41年】 
勤労学生控除制度創設 

【平成18年】 
勤労学生控
除制度の対
象者拡大 

【昭和55年】 
日本育英会
奨学金事業
の対象化 

【昭和60年】 
[高等課程･3年以上] 
大学入学資格の付与 

【平成14年】 
情報の積極的 
提供の義務化 
自己点検・評価等
の努力義務化 

【平成7年】 
「専門士」の称号付与 
専門課程・２年以上、試験等 
に基づく課程修了の認定等 
※H24年現在 約7,000学科 

【平成17年】 
「高度専門士」の称号付与 
専門課程･４年以上、試験等に基づく
課程修了の認定等 
※H24現在 約500学科 

専
修
学
校
制
度
の
施
行 

昭和51年 
制度発足 

【平成25年】 
「専修学校に
おける学校評
価ガイドライ
ン」の策定 
 
「職業実践 
専門課程」 
制度創設 

昭和57年 
私立学校振興助成法改正 

平成18年 
教育基本法改正 

【平成23年】 
今後の学校
におけるキャ
リア教育・職
業教育の在り
方について
（答申）（中央
教育審議会） 
 

平成２８年４月時点 

【平成26年】 
「専修学校に
おける学校
評価実践の
手引き」 

【平成9年】 
準学校法人の設
備整備費補助対
象化 
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【平成23年】 
学校法人・準
学校法人等に
対する個人か
らの寄付の税
額控除の導入
（平成27年及
び平成28年に
要件緩和） 

【平成28年】 
学校法人等が実施す
る奨学金事業に係る
印紙税の非課税措置
の創設 
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幼  稚  園 （1,402,448人） 

小    学    校 （6,543,104人） 

高 等 学 校 
（3,319,114人） 

  高等専修学校 

  （専修学校高等課程） 
    （40,095人） 

   専門学校 
（専修学校専門課程） 
  （588,183人） 

※人数は児童生徒数・学生数 「平成２７年度学校基本統計」よ
り 

中
等
教
育
学
校 

（前期課程） 

    （16,624

人） 

（後期課程） 

   （15,693人） 

 短期大学 
（132,681人） 

大  学 
(2,556,062人） 
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24 

 

23 

 

22 

各種学校 
（117,727人） 

専修学校 
一般課程 
（27,828人） 

（32,317人） 

高
等
専
門
学
校 

（57,611人） 
   

 入学資格特になし 

（年齢） 

大 学 院 
(249,474人） 

日本の学校体系 

○高等学校等への進学率は98.5％（高等学校における学科別の生徒数の構成割合は、普通科73％、専門学科・総合学科27％（2015年度）） 

○18歳人口に占める高等教育機関への進学率 

    大学51．5％、短期大学5．1％、高等専門学校４年次0．9％、専門学校22．4％ （2015年度） 

※日本の総人口：126,942,372人（2015年8月1日現在） 

特
別
支
援
学
校 

（137,894人） 

※高等学校等への進学率とは、全卒業者のうち、高等学校・中等教育学校後期課程・特別支援学校高等部の本科・別科及び高等専門学校進学者の比率 

中  学  校   （3,465,215人) 

済 

6 

確
定
値
で
更
新
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万
人 

進学率１(大学＋短大＋高専＋専門学校） 

収容力（大学＋短大） 

現役志願率（大学＋短大） 

大学：     51.5% 
短大：      5.1% 
高専４年次：0.9% 
専門学校： 22.4% 

進学率２（大学＋短大） 
大学：51.5% 
短大： 5.1% 

大学：55.5% 
短大： 5.3% 

短大入学者数（万人） 

専門学校入学者数（万人） 

高校等卒業者数（万人） 

18歳人口（万人） 

高専４年次在学者数 

大学入学者数（万人） 

● 18歳人口 ＝ ３年前の中学校卒業者数及び中等教育学校前期課程修了者数 
● 進学率１ ＝ 当該年度の大学・短大・専門学校の入学者、高専４年次在学者数 
                    18歳人口 
● 進学率２ ＝ 当該年度の大学・短大の入学者数  
              18歳人口 
○ 高校等卒業者数 ＝ 高等学校卒業者数及び中等教育学校後期課程修了者数 
○ 現役志願率 ＝ 当該年度の高校等卒業者数のうち大学・短大へ願書を提出した者の数 
                   当該年度の高校等卒業者数 
○ 収容力 ＝ 当該年度の大学・短大入学者数 
        当該年度の大学・短大志願者数 
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出典：文部科学省「学校基本統計」、平成40年～43年度については国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（出生中位・死亡中位）」を基に作成 

※進学率、現役志願率については、少数点以下第２位を四捨五入しているため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。 

１８歳人口は、平成２１～３２年頃までほぼ横ばいで推移す
るが、３３年頃から再び減少することが予測されている。 

年 

１８歳人口と高等教育機関への進学率等の推移 

確
定
値
で
更
新
可

 



＜生徒数＞ 

＜学校数＞ 

専修学校の生徒数・設置者別学校数 

出典：学校基本統計 8 

区分 計 国立 公立 私立 
高等課程を 専門課程を 一般課程を 

置く学校 置く学校 置く学校 

平成 15 年度 3,439 90 208 3,141 622 2,962 247 

20 3,401 11 206 3,184 503 2,968 198 

21 3,348 11 204 3,133 494 2,927 196 

22 3,311 10 203 3,098 488 2,904 199 

23 3,266 10 200 3,056 459 2,837 188 

24 3,249 10 199 3,040 452 2,847 190 

25 3,216 10 196 3,010 443 2,811 180 

26 3,206 10 195 3,001 437 2,814 178 

27 3,201 9 193 2,999 431 2,823 175 

区分 計 
課程別 

高等課程 専門課程 一般課程 

平成 15 年度 786,091 52,901 685,350 47,840 

20 657,502 38,731 582,864 35,907 

21 624,875 37,548 552,711 34,616 

22 637,897 38,349 564,640 34,908 

23 645,834 38,865 574,152 32,817 

24 650,501 39,698 578,119 32,684 

25 660,078 39,359 587,330 33,389 

26 659,452 40,057 588,888 30,507 

27 656,106 40,095 588,183 27,828 

確
定
値
で
更
新
可
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専門学校数 

（千人） （校） 

工業 
15% 農業 

2% 

医療 
23% 

衛生 
10% 

教育・ 

社会福祉 
7% 

商業実務 
15% 

服飾・家

政 
6% 

文化・教

養 
22% 

【学科数の分野別割合】 
（平成２７年度） 

出典：学校基本統計 

工業 
13% 農業 

1% 

医療 
34% 

衛生 
12% 

教育・ 

社会福祉 
7% 

商業実務 
10% 

服飾・家

政 
3% 

文化・教

養 
19% 

【学生数の分野別割合】 
（平成２７年度） 
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済 

専門学校の学校数・学生数の推移／分野別割合 

確
定
値
で
更
新
可

 



35.5% 

20.8% 

14.3% 

45.8% 

59.6% 

54.2% 

18.7% 

19.6% 

25.2% 6.3% 

昭和58年 

平成5年 

平成27年 

１年以上２年未満 ２年以上３年未満 ３年以上４年未満 ４年以上 

【専門学校の修業年限別学科数】 

25.2% 

8.1% 

5.0% 

49.9% 

69.3% 

51.2% 

23.6% 

20.5% 

35.3% 

1.3% 

2.1% 

8.5% 

昭和58年 

平成5年 

平成27年 

１年以上２年未満 ２年以上３年未満 ３年以上４年未満 ４年以上 

出典：文部科学省「学校基本統計」 

○社会が要求する知識、技術等の高度化に対応するために、修業年限が長期化 
    する傾向。１年制から２年制へ、さらに３年制、４年制学科の増加。 

【専門学校の修業年限別学生数】 

総学科数：8,166学科 

総学生数：588,888人 

修業年限 学科数 学生数（人） 

１年以上２年未満  １，１７５ （１４．３％）   ２９，５３６  （  ５．
０％） 

２年以上３年未満  ４，４４４ （５４．２％）  ３０１，１４９ （５１．２％） 

３年以上４年未満  ２，０６５ （２５．２％）  ２０７，６０６  （３５．３％） 

    ４年以上     ５１４ （ ６．３％）     ４９，８９２ （  ８．５％） 
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済 

専門学校の修業年限別学科数の推移 

確
定
値
で
更
新
可
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出典：平成28年度学校基本統計（速報） 

    ※熊本県に係るデータのみ27年度現在 
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（計算式）   直ちに大学、短大、専門学校に進学した者    

       高等学校卒業者＋中等教育学校後期課程修了者 

          都道府県別高校新卒者の進学率（専門学校含む） 

出典：平成27年度学校基本統計 13 
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１．専修学校卒業後の状況について（課程別） 

２．専修学校卒業後の状況について（分野別） 

14 

専修学校卒業後の状況について 

２
７
実
態
調
査
が

 

確
定
し
て
か
ら
更
新

 

就職者 一時的 大学 短期大学 高等専門学校 専門学校 大学院 その他

高等課程 13,513 6,530 333 537 171 103 3,774 0 380 1,685

専門課程 212,370 171,107 5,003 3,785 129 303 8,549 276 1,893 21,325
一般課程 29,643 1,001 42 24,794 136 0 514 45 1,901 1,210

卒業者数
うち就職者数 うち進学者数

左記以外課程

就職者 一時的 大学 短期大学 高等専門学校 専門学校 大学院 その他

工業関係 30,118 23,979 520 564 27 302 2,185 30 84 1

農業課程 743 604 3 0 0 0 23 7 19 0
医療関係 57,553 49,663 677 254 25 68 2,472 9 495 33
衛生関係 38,617 33,261 747 75 33 1 1,205 4 387 10
教育・社会福祉関係 17,152 14,889 194 385 32 9 443 5 71 6
商業実務関係 31,849 23,901 716 1,047 83 30 2,254 32 435 1
服飾・家政関係 7,230 3,550 182 890 36 14 1,093 0 168 0
文化・教養関係 71,386 27,843 2,365 25,286 202 3 3,089 233 2,435 150

卒業者数
うち就職者数 うち進学者数

分野 左記以外

※出典：平成26年度私立高等学校等実態調査 



下記の数値は、各学校段階の卒業者のうち卒業後すぐに就職した者の割合を示す。 
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就職率（％）
大学（学部）

短期大学

専門学校

資料：文部科学省「学校基本統計」 
※就職率の算定に用いた就職者数には、一時的な職に就いた者は含まない。 

専門学校 

81.8% 

短期大学 
78.1％ 

大学（学部） 
72.6％ 

（年度） 

【平成26年度】 
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専門学校における卒業生に占める就職者の割合の推移 

確
定
値
で
更
新
可

 



 専門学校の卒業者は、大学と比べて地元に就職する割合が高い。 

専門学校・大学卒業者における地元就職の状況 

平成27年度文部科学省専修学校教育振興室調べ（各県の労働局提供資料より作成） 16 
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済 

専門学校・大学卒業者における地元就職の状況 



目  的 中学校における教育の基礎の上に、心身の発達に応じて、職業若しくは実際生活に必要な能力を育 
成し、又は教養の向上を図ることを目的とする。（学校教育法第１２４条、第１２５条第２項） 

入学資格 ・中学校若しくはこれに準ずる学校を卒業した者 
・中等教育学校の前期課程を修了した者 
・中学校卒業等と同等以上の学力が認められた者(外国の学校教育の９年課程修了者、認定在外教 
 育施設の中学校同等課程修了者、等) 

設置基準 ・修業年限１年以上 
・年間授業時数８００時間以上 
・教育を受ける者が常時４０人以上 等 

高等専修学校（専修学校高等課程）の概要 

１．制度の創設 

２．目的、入学資格、設置基準 

３．学校数、生徒数等の現状 

(１) 高等専修学校の設置者別学校数、生徒数、教員数（平成２７年度学校基本統計）

( )内は百分率を示す

設置者区分 総 計 国 立 公 立 私 立

学 校 数 431校 1 6 424

(100) (0.2) (1.4) (98.4)

生 徒 数 40,095人 19 519 39,557

(100) (0.0) (1.3) (98.7)

教 員 数 2,749人 12 58 2,679

(本務者) (100) (0.4) (2.1) (97.5)

 「学校教育法の一部を改正する法律（昭和５０年７月１１日法律第５９号）」 （昭和５１年１月１１日施行） 
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定
値
で
更
新
可
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学校数 生徒数 

都道府県別の高等課程を置く専修学校数及び生徒数 

（校） （人） 

19 平成２７年度 学校基本統計 

済 

確
定
値
で
更
新
可

 



高等課程を置く専修学校の数、高等課程の入学者数・生徒数の推移 

年度 学校数

15 622

16 609

17 576

18 554

19 524

20 503

21 494

22 488

23 459

24 452

25 443

26 437

27 431

622 609
576

554
524

503 494 488
459 452 443 437 431

0

100

200

300

400

500

600

700

15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

（１）高等課程を置く専修学校の数の推移 

年度 入学者数 生徒数

15 22,929 52,901

16 20,963 49,129

17 19,678 45,889

18 18,425 42,560

19 17,850 40,141

20 16,648 38,731

21 16,473 37,548

22 17,445 38,349

23 16,975 38,865

24 17,448 39,698

25 17,032 39,359

26 17,009 40,057

22,929 20,963 19,678 18,425 17,850 16,648 16,473 17,445 16,975 17,448 17,032 17,009 17,125

52,901
49,129

45,889
42,560

40,141 38,731 37,548 38,349 38,865 39,698 39,359 40,057 40,095

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

入

学

者

数

生

徒

数

（２）専修学校高等課程の入学者数・生徒数の推移 

H15→H2７▲３１％ 

文部科学省「学校基本統計」 
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H15→H2７▲２４％(生徒数) 

済 

確
定
値
で
更
新
可

 



就職者 一時的 大学 短期大学 高等専門学校 専門学校 大学院 その他

高等課程 13,513 6,530 333 537 171 103 3,774 0 380 1,685

卒業者数
うち就職者数 うち進学者数

左記以外課程

１．専修学校卒業後の状況について（課程別） 

高等課程卒業後の状況について 

32.2 

8.8 

13.3 

53.9 

74.5 

46.5 

28.1 

49.2 

38.2 

60.0 

32.1 

8.5 

49.3 

46.9 

18.6 

53.0 

26.6 

14.1 

17.0 

4.2 

25.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

文化・教養

服飾・家政

商業実務

教育・社会福祉

衛生

医療

工業

分野別（Ｈ２１年度東京都専修学校協会HP及び刊行物より作成）

就職 進学 その他

大学入学資格付与校（専修学校高等課程） 

の修了者の進学状況 

（平成２６年度私立学校等実態調査） 

※出典：平成26年度私立高等学校等実態調査 
21 

合計 大学
短期
大学

高等専門学
校

専門
学校

その他

200 278 7,329 3,165 564 178 2 1,986 435

指定
学科数

修了者数
進学者数

指定
学校数

２．大学入学資格付与校（専修学校高等課程）※の状況について 

大学 

17.83% 

短期 

大学 

5.63% 

専門 

学校 

62.79% 

その他 

13.75% 

※①修業年限が3 年以上、②総授業時数が2,590 時間（74 単位）以上等の要件を満たす高等課程 

２
７
実
態
調
査
が

 

確
定
し
て
か
ら
更
新

 



高等専修学校における現状 

※１  調査対象：調査主体である全国高等専修学校協会会員校２０４校のうち１２７校から回答（回収率：62.3％） 

※２ 生活保護世帯に準じる世帯：年収590万円未満程度の世帯 

Ⅰ．不登校を経験した生徒 Ⅲ．発達障がいのある生徒 Ⅱ．経済的困窮者・家庭環境 

不登校生徒数 

4,738人（24.0％） 

高校中退・既卒生徒数 

391人（2.0％） 

生活保護世帯 

（2.5倍加算） 

3,440人（25.0％） 

生活保護世帯に 

準じる世帯 

（2倍加算） 

1,713人（12.4％） 

家計急変世帯 

9人（0.1％） 

・母子・父子の一人親の生徒・・・5,759人（29.2％） 

・両親のいない生徒・・・139人（0.7％） 

●生徒の家庭状況 

高等専修学校に在籍する生徒のうち、不
登校生（中学校時代に不登校を経験した
生徒を含む）と高校中退、中学校卒業後
に就職・進学をしなかった生徒が全体の
約26％を占めている。 

在籍生徒数 

19,754人 

１・２年生生徒数 
13,769人 

高等専修学校に在籍する生徒の家庭環境は、全体
の約63％の世帯が就学支援金の加算を受けている
状態。また、母子・父子・両親のいない家庭の生徒
は、全体の約30％を占めている。 

高等専修学校に在籍する生徒のうち、発達障
がいのある生徒、支援・特別措置生徒（発達障が

いがあるとの診断書はないが、発達障がいではないかと思われ、

何らかの支援（教育上の配慮等）を行っている生徒 ）は、全体
の約12.5％を占めている。 

～事例：Ａ高等専修学校～ 

●不登校生等の状況                                                      

→ 生徒の約６割が不登校生、高校中退。 

●生徒の家庭環境、家計状況                                     

→ 経済的困窮の家庭の生徒は６５．６％。                          

→ 母子、父子、両親のいない家庭の生徒は５５．８％。 

     例年、不登校生等の卒業後の進路は、約６～７割が就職。 

     また、不登校生等の２～３割が進学。   

～事例：Ｂ高等専修学校～ 

●発達障がいのある生徒の在籍状況                                                      

→ 生徒の約７割が発達障がいのある生徒。 

●不登校生等の状況                                                      

→ 生徒の約２割が不登校生、高校中退・既卒生徒。 

     発達障がいのある生徒に対しては、個別指導や社会的スキル指導、 

     発達障がい支援センター等との連携を通して支援。また、不登校生 

     等に対しては、カウンセリングやインターンシップを通じて教育・指
導。 

 

 

 

約30％ 

学校全体の生徒数 

生徒数 
①発達障がい
のある生徒数 

②支援・特別措置
生徒数 

19,312人 1,501人(7.8％) 922人(4.8％) 

平成27年度入学者数 

入学者数 
①発達障がい
のある生徒数 

②支援・特別措置
生徒数 

7,256人 530人(7.3％) 385人(5.3％) 

(平成27年度高等専修学校の修学支援金・学校評価等に関するアンケート調査報告書(平成28年2月)※１より) 
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年収350～590万円未
満（1.5倍加算） 

3,495人（25.4％） 
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大学進学者 3256 74.8 40.8 27.3 34.9 47.5 40.7 46.5 28.3 32.3 32.3 25.6 37.3 30.7 25.6 21.6 30.3 30.2 30.9 21.5 20.1 29.4 9.5 13.0 10.7 10.9 33.3 24.7 20.9 18.4 12.4 7.4 14.7 15.0 21.3 9.2

短大進学者 263 75.7 54.0 29.3 55.9 52.9 46.8 41.4 25.1 30.8 34.6 21.7 32.7 28.1 24.0 22.4 20.9 28.1 23.6 16.7 12.9 22.1 9.1 12.5 10.3 9.9 20.2 11.0 19.0 16.0 4.9 4.2 4.2 5.7 12.9 1.9

専門学校進学者 731 70.0 60.1 58.8 54.4 48.4 43.9 43.4 40.4 37.1 34.5 33.4 28.9 26.7 26.7 25.4 25.4 24.4 24.2 22.7 18.2 17.9 17.8 16.3 15.5 14.5 11.2 11.2 11.1 9.7 8.2 6.2 5.7 5.2 4.9 4.9

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

（％）

大学進学者

短大進学者

専門学校進学者

高校生が進学先を選ぶ際に重視する項目は何か ※リクルート進学センサス2013より  
■専門学校進学者は「就職に有利」「専門分野を深く学べる」「資格取得」「卒業後に活躍できる」を重視 
学校種を問わず、１位は「学びたい学部・学科・コースがあること」だが、 
  ２位は大学「校風や雰囲気が良い」、短大「資格取得に有利」に対し、専門学校は「就職に有利」「専門分野が深く学べる
」 
専門学校＞大学 
  ① 「専門分野を深く学べる」（+31.5pt）  ②「資格取得に有利」（+19.5pt） ③ 「就職に有利」（+19.3pt）  
専門学校＞短大 
  ①「専門分野を深く学べる」（+29.5ｐｔ） ②「卒業後に社会で活躍できる」（+15.3ｐｔ） ③「社会で役立つ力が身に付く」（
+11.7ｐｔ） ■進学先を選ぶ際の重視項目 

高校
生 

第2回小林（浩）委員提出資料より抜粋 
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大学卒業者 短期大学卒業者 専門学校卒業者

1位
専門的な知識が身につく授業が多
い（62.0％）

目指す資格が取得できる
（69.9％）

専門的な知識が身につく授業が多
い（73.5％）

2位
図書館が充実している
（59.2％）

専門的な知識が身につく授業が多
い（65.1％）

目指す資格が取得できる
（70.1％）

3位
幅広い知識・教養が身につけられる
授業が多い（57.0％）

幅広い知識・教養が身につけられる
授業が多い（62.7％）

将来の職業に役立つ知識・技術を
身につけられる授業が多い
（68.7％）

4位
パソコン・インターネット等の情報設
備が充実している（56.9％）

将来の職業に役立つ知識・技術を
身につけられる授業が多い
（60.2％）

先生と生徒の距離が近い（67.0％）

5位
優れた先生に出会える
（56.0％）

就職活動に対するサポート制度が
充実している（53.0％）

幅広い知識・教養が身につけられる
授業が多い（64.4％）

6位
たくさんの先輩・後輩・友人と出会え
る（51.6％）

パソコン・インターネット等の情報設
備が充実している、図書館が充実し
ている、教育方針や校風に魅力が
ある（51.8％）

実習が充実している（59.8％）

「図書館・ＩＴ環境の充実」 
＋ 

「先生・友人などとの出会
い」 

「資格取得・実践的な授業」 
＋ 

「就職サポート」 

大
学 

短
大 

「資格取得・ 
実践的な授業・実習」 

＋ 
「先生との距離の近さ」 

専
門
学
校 

※リクルート進学総研「卒業時満足度調査2015」
より 

大学・短大・専門学校「卒業時に満足しているポイント」 在校
生 

第2回小林（浩）委員提出資料より抜粋 
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※リクルート進学総研「卒業時満足度調査2015」
より 

大学・短大・専門学校卒業者が感じる「在籍した学校で身についた能力」 

 

■短期大学・専門学校卒業者は、「専門分野の知識・技術の理解・習得」にとどまらず、 

 実際にそれらを「活かせる力」を取得できたと感じている。 

→専門学校卒業者は「専門分野の知識・技術の習得・理解」「実際に活かす力」両方が最
も高い 
 

 

 
大学卒業者 短期大学卒業者 専門学校卒業者

1位
専門分野の知識・技術を理解・習得
する力（41.0％）

専門分野の知識・技術を理解・習得
する力（34.9％）

専門分野の知識・技術を理解・習得
する力（58.2％）

2位
物事をさまざまな視点から考える力
(38.0％）

専門分野の知識・技術を実際に活
かせる力（30.1％）

専門分野の知識・技術を実際に活
かせる力（44.2％）

3位 物事を論理的に考える力（38.0％） 物事に進んで取り組む力（27.7％）
物事をさまざまな視点から考える力
（26.8％）

4位 物事に進んで取り組む力（28.9％）
自分の意見をわかりやすく伝える力
（22.9％）

物事に進んで取り組む力（26.8％）

5位
エクセルやパワーポイントなどの
ツールを使いこなす力（25.1％）

物事をさまざまな視点から考える力
（21.7％）

自分の意見をわかりやすく伝える力
（26.0％）

在校
生 第2回小林（浩）委員提出資料より抜粋 
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○ 職業教育が一段低く見られ、大学への進学自体を評価する風潮 
     → スペシャリスト志向の若者にとって魅力ある進学先となる、実践的な職業教

育に最適化した仕組みが必要 
 
○ 産業競争力の維持・強化のため、現場レベルでの改善・革新の牽引役を
担うことのできる人材の養成が重要 

   → 高度な専門技能等に加え、変化への対応等に必要な基礎・教養や、理論
にも裏付けられた実践力等を兼ね備えた、質の高い専門職業人の層を確
保していく必要 

      → 職業実践知の教育に軸を置きつつ、学術知の教育にまで至る、実践的な
職業教育に最適化した高等教育機関の創設が必要 

  
○ 職業人が自らのキャリアを主体的に切り拓いていけるよう、社会人の学
び直し環境の整備が課題 

   → 社会人の学び直しニーズに対応した機関の整備が必要 
 
 

第Ⅰ章  ２１世紀を生きる職業人を取り巻く状況と今後の職業人材養成 

 
  ○ 我が国の経済競争力の維持・向上のためには、  
    ＊成長分野等への人材シフトとともに、  
    ＊事業の現場における様々な変化への対応等（労働生産性の

向上、商品・サービスの質向上、グローバル化への対応など）
の推進が不可欠。 

 
 

 職業実践知の教育に軸を置きつつ、学術知の教育にまで
至る、実践的な職業教育に最適化した高等教育機関の創設
が求められる。 

第Ⅱ章 高等教育における職業人養成の現状と課題 

 

○大学進学率の上昇 。 

 （多様な学生が同一の尺度で大学選び→ 入学後、
意欲をもって学修に取り組めないなどのミスマッチ  ） 

 
○大学における社会人学生の受入れは、 
    ＯＥＣＤ諸国で最低の水準。 

 
○大学等は、制度上は、教養教育と学術に 
    基づく専門教育を行うもの。 

※ 職業実践知に基づく技能等の教育については、 
 制度上、明確な位置付けなし。 

       

 変化への対応が求められる中で、事業の現場
の中核を担い、現場レベルの改善・革新を牽引
できる人材の養成強化が必要。 

 
   ○ 【産業・職業をめぐる状況】  生産年齢人口の減
少、日本型雇用慣行の変容（企業内教育訓練の縮小）   

    
   ○【職業人をめぐる状況】  職業人に求められる能
力の高度化・複雑化、雇用の流動化        など 

《中央教育審議会答申》 （平成２８年５月３０日） 
  個人の能力と可能性を開花させ、全員参加による課題解決社会を実現するための教育の多様化と質保証の在り方について     
 〔第一部〕            社会・経済の変化に伴う人材需要に即応した質の高い専門職業人養成のための新たな高等教育機関の 

制度化について ＜概要＞ 

産業・職業と職業人の状
況 

今後の職業人材養成の在り
方 

現  
状 

課題と求められる対応 
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  ○大学体系に位置付く次のような機関を制度化。 

 
☆制度の基本設計 

第Ⅳ章 新たな高等教育機関の制度設計 

 
  ❶ 専門とする特定の職業に関し、高度な専門的知識等を与え、理解を深化 【専門高度化】  
  
  ❷ 専門とする特定の職業に関し、卓越した技能等を育成するとともに、実践的な対応力を強化 【実践力強化】 
 
  ❸ 一定の産業・職業分野に関し、当該分野全般の、又はその関連の基礎知識・技能等を育成 【分野全般の精通等】 
 
  ❹ 実践的技能や、実践知と理論知、教養等を統合し、課題の解決や、新たな手法等の創造に結びつけられる総合的な能力を育成 【総
合力強化】 

 
  ❺ 職業人としての基礎的･汎用的能力や教養、主体的なキャリア形成を図るために必要な能力を育成 【自立した職業人のための｢学士
力｣育成】 

第Ⅲ章 新たな高等教育機関の制度化の方向性 

                      

       新たな機関は、教養や理論に裏付けられた実践力を育成するものであること等を踏まえ､大学体系に位置付け、 
  大学等と同等の評価を得られるようにする｡ 

 
  
 ○ 理論と実践を架橋する教育内容として、 
  ・教養・基礎教育及び専門教育を通じ、実践的な能力を培うよう、体系的
に教育 
   課程を編成。分野の特性に応じ、卒業単位のおおむね３～４割程度以
上は､ 
   実習等の科目を修得、企業内実習等を､２年間で300時間以上､４年間で
600 
      時間以上履修。 
       ・授業で身に付けた知識・技能等を統合する総合的な演習科目を設定。 
 
 ○ 実務家教員を教員組織の中に積極的に位置付け。 
       ・必要専任教員数のおおむね４割以上は、実務家教員とする。さらに、専
任 
   実務家教員については、その必要数の半数以上は、研究能力を併せ
有する 
   実務家教員とする。 

 

   
  ○ 産業･職能団体、地域の関係機関等との連携に 
  より、教育課程を編成･実施する体制の整備を 
   義務付け。 
 
  ○ 設置認可、評価における連携として、 
  ・ 設置認可審査における産業界等との連携体制を 
   確保。  
  ・ 認証評価においては、専門団体との連携による分野

別質保証の観点を採り入れ。 

☆具体的設計 

身に付けさせるべき資質・
能力 

大学体系への位置付け 

制度設計の在り方 

① 学士課程相当の課程を提供する機関 《修業年限４年》 
    
② 短期大学士課程相当の課程を提供する機関 《修業年限２年又は
３年》 

○４年制課程については、前期・後期の区分制課程も導入。 
   

  ※ 前期終了後一旦就職してから後期へ再入学する、他の高等教育
機関 
    から編入学する、社会人が学び直しのために後期から編入学する
など、 
    積み上げ型の多様な学習スタイルを想定  

① 理論と実践の架橋による職業教育の充
実  

 

② 産業界・地域等のニーズの適切な反映、 
産業界・地域等との連携による教育の推進 
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【研究機能の位置付け】  
  「教育」機能に重点を置くが、大学体系に位置付く機関として、理
論と実践を架橋する教育を行うためにも､機関の目的には｢研究｣を
含める。 

     → 職業･社会における「実践の理論」を重視した研究を志向 
 
【制度上の位置づけ】 
  教員の資格基準等も一定の水準を担保することから、大学制度の
中に創設し、国際的通用性のある学位授与機関として位置付け。 

 
【学位の種類・表記】 
  実践的な職業教育の成果を微表するものとして相応しい学位
名称を設定。 

※ 大学･短大と同様、「学士」及び「短期大学士」の学位を授与し、当該学位
に 

   は、専攻分野の名称として、産業・職業分野の名称を付記することや、専
攻分 

   野に加え、「専門職業」「専門職」などの字句を併せ付し、専門職業人養
成の 

   ための課程を修了したことを明確にすること等が適当 
 
【 名 称 】 
  例えば、４年制は､｢専門職業大学｣ ､｢専門職大学｣など､ ２・３
年制は､｢専門職業短期大学｣､「専門職短期大学｣など。 

   ※さらに、幅広い意見を踏まえ、相応しい名称を定めることが適

当。    

  
  ○ 専門高校卒業生、社会人学生など多様な学生を 
  積極的に受け入れることを、努力義務化。 
 
 ○ 社会人等に対応した教育内容・方法として、 
   ・ パートタイム学生や科目等履修生として学ぶ機会を 
    積極的に提供 （長期履修の活用、学内単位バンクの整備等）。 
 
   ・ 短期の学修成果を積上げ､学位取得につなげる仕
組み 
    を整備（モジュール制、修業年限の通算・単位認定等）。 
 

  ○ 入学者選抜では、実務経験や保有資格、技能検
定で 
 の成績等を積極的に考慮し、意欲・能力・ 適性等を 
  多面的・総合的に評価。 

  
 
  ○ 教員について、 
  ・ 教授・准教授等の資格基準（求める能力の水準）については、大学・短大と

同等の水準確保を基本｡ 
  ・ 実務家教員を、教員組織の中に積極的に位置付け。 
  
  ○ 必要専任教員数、備えるべき施設設備、校地･校舎面積については、大

学・短大の水準を踏まえつつ、質の高い職業人養成に相応しい適切な水準を
設定。  

 ※ 大学・短期大学設置基準の水準を踏まえつつ、機関の特性に留意し、校地

面積や 

    運動場等についは、弾力的な対応が可能な基準を設定。 
 

  ○ 教員や教育内容等の質が十分に確保されたものを認可。大学･短大と同等
又はそれ以上に充実した情報公表を義務付け。分野別質保証やできる限り
客観的な指標を採り入れた評価。 

 
☆制度全般にわたる事項 

【対象分野】 
  制度として､分野の限定は行わない。職業実践知に基づく

教育と学術知に基づく教育の融合による人材養成の充実につ
いて具体的なニーズが認められる分野を主に想定。 

 
【設置形態】 
  大学･短期大学が､一部の学部・学科を転換させるなど､新た
な機関を併設し、より多様な学習機会を学生に提供することも

可能に。 
 
【財政措置】 
  必要な財源の確保を図り､改革に積極的に取り組む既存の高等

教育 
 機関への支援が維持・充実 されるようにするとともに､専門職業人
養成を担う機関として相応しい支援を行っていくことが必要｡ 

  ※ 機関に対する基盤的経費やプロジェクト経費、学生に対する修

学支 
           援や教員に対する研究助成の措置が図られるようにすることを

基本と 
          する。 

   ※ 産業界等から求められる人材の養成とそのための多元的
な資金  

        導入との好循環が確立された機関となるよう、必要な制
度設計 

        等を進めていく。      

 
③ 社会人の学び直し等、 
 多様な学習ニーズへの対応  

 

④  高等教育機関としての質保証と国際的な通用性の
担保 
  実践的な職業教育に相応しい教育条件の整備                                  
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◎ 変化への対応が求められる中で、基礎・教養や理論にも裏付けられた優れた技能等を強みに､事業
の現場 
  の中核を担い､現場レベルの改善・革新を牽引していくことのできる人材 
   【新たな機関で養成する人材に(将来的に)期待する役割】 
         ※ 企業等の活動の次のような側面を先導する者となることを期待 

            ●生産・サービスの現場で中核的な役割を担う人材等として 
                        ・生産・サービスの工程の改善やこれを通じた生産性の向上 
                        ・ 高度な技能や洗練された技術・ノウハウによる優れた商品・サービスの提供 
                                                                                         など 
                ●その専門性をもって、自ら事業を営み、又はこれを補佐する人材として 
                  ・新たな付加価値の創造、これを活かした新しい商品・サービスの考案 
                  ・新規事業の創出、強みのある製品・サービスを活かした新規市場の開拓 
                                                                                                         など 
 

◎  高等教育の終了・入職時点で、専門的な業務を担うことのできる実践的な能力とともに、変化に対応
し、自ら 
  の職業能力を継続的に高めていくための基礎（伸びしろ）を身に付けた人材 
     

  《 成長分野等で求められる人材例 》 
     例えば、IT分野で、新たなアイデアの構想・提案等も行うプログラマーやＣＧデザイナー等 ／  
  観光分野で、接客のプロとして活躍するとともに、現場におけるサービス向上の先導役を果たす人材 ／ 
  農産物を生産しつつ、直売、加工商品開発等の事業も手掛け、高付加価値化、販路拡大等を先導する人材   など 

養 成 す る 人 材 

 実践的な職業教育を提供するための独自の基準を整備。 
 そうした教育を行うことを制度的に義務付けられた機関として明確化。 

実践的な職業教育を行う新たな高等教育機関の制度化のポイン
ト 
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      ◎ ２・３年制及び４年制の複数の修業年限を制度化。 
        ※高卒後の学生のほか、社会人学生、編入学生など、多様な学習者に、多様な学習機会の選択肢を提供 
 

      ◎ ４年制課程については、前期・後期の区分制課程も導入。 
         ※ 前期修了後一旦就職してから後期へ再入学する、他の高等教育機関から編入学する、社会人が学び直

しのために 
        後期から編入学するなど、積み上げ型の多様な学習スタイルを想定 
       ※ 前期修了時に職業資格を取得した上で、後期においては、有資格者であることを前提とした専門 
        実務実習を行うなど、より実践的な職業教育プログラムの提供も可能に 

修 

業 

年 

限 

     《実践的な職業教育のためのカリキュラム》 

    ◎ 分野の特性に応じ、卒業単位のおおむね３～４割程度以上は、実習等（又は演
習及び                
                 実習等）の科目を修得。 
       ◎ 分野の特性に応じ、適切な指導体制が確保された企業内実習等を､２年間で
300時間 

     以上､４年間で600時間以上履修。                  ＊設置基準等により

義務付け                                                  
   
      

    《産業界･地域等のニーズの反映》 
    ◎ 産業界･地域の関係機関との連携により、教育課程を編成･実施する体制を機
関内に 
                整備（教育課程編成・実施委員会の設置など）             ＊設置基準等により

義務付け  

           

    《社会人等が学びやすい仕組み》 
     ◎ 社会人等をパートタイム学生や科目等履修生として積極的に受け入れる仕

組みや、 
              短期の学修成果を積み上げ、学位取得につなげる仕組みを整備。 
      ※ 長期履修制度の活用、学内単位バンクの整備、モジュール制の導入促進、修業年限の通算・単位認定に
関する 
        制度の弾力化 

教 

育 

内 

容 ･
 

方 

法 
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      ◎ 質の高い実践的な職業教育を行う機関としての相応しい設置基準等を制定。 
      ※ 大学・短期大学設置基準の水準を踏まえつつ、機関の特性に留意し、校地面積や運動場等について  
          は、弾力的な対応が可能な基準を設定。 
 

               ◎ 各授業科目について同時に授業を受ける学生数を、原則４０人以下とするこ とを義務付け。 
 

                             ◎ 大学・短大と同等又はそれ以上に充実した情報公表を義務付け。 
          

               ◎ 認証評価については、専門団体との連携により、分野別質保証の観点を採り入れた評価
を導入。 
         ※ 情報公表及び評価に当たっては、学生、企業等の視点からのできる限り客観的な指標を採り入れ。 

質  

保 
 

証 

            

      ◎ 新たな機関の機能は実践的な専門職業人養成のための「教育」に重点を置くが、理論と実
践を架橋 
      する教育を行うためにも、機関の目的には「研究」を含める。  
                     → 職業・社会における「実践の理論」を重視した研究を志向        

研
究
機
能
の 

 
 

 

位
置
付
け 

 
 

      ◎ 実務家教員を、教員組織の中に積極的に位置付け。 
      － 必要専任教員数のおおむね４割以上は、実務家教員とする。 
      － さらに、専任実務家教員については、その必要数の半数以上は、研究能力を併せ 

      有する実務家教員とする。                     ＊設置基準等により義務付け 
 
      ◎ 設置認可時の教員資格審査では、実務家について、その実務卓越性に基づき、教員として

の資格を 
             適切に評価。 
         ※ 保有資格、実務上の業績、実務を離れた後の年数等を確認。  

教 
  

員 

        

                 ◎ 専門高校卒業生、社会人学生など多様な学生を積極的に受け入れることを、努力義務化。       
      

                              ◎ 入学者選抜では､実務経験や保有資格､技能検定での成績等を積極的に考慮し、意欲・能

力・適性等 
             を多面的・総合的に評価。 

入
学
者
の 

受
入
れ 

 
 

31 

参  
考 



      ◎ 実践的な職業教育の成果を徴表するものとして相応しい学位名称を設定。 
 

          ※  学位の種類としては、大学・短大と同様、「学士」及び「短期大学士」の学位を授与することが

適当。 
      

          ※ 現行の大学・短大の学位には、専攻分野の名称を付記するものとされているが、新たな機関
では、 
      当該専攻分野の名称として、学問分野よりも、産業・職業分野の名称を付記することや、専攻分
野に 
      加え、「専門職業」、「専門職」などの字句を併せ付し、専門職業人養成のための課程 を修了し
たことを 
      明確にすること等が適当          

学 

位 

       

     ◎  大学､短期大学が、一部の学部、学科を転換させるなど、新たな機関を併設し、
より 

      多様な学習機会を学生に提供することも可能に。 
 

設
置
形
態 

 

                           ◎  例えば、４年制は、「専門職業大学」、「専門職大学」など 
             ２・３年制は、「専門職業短期大学」、「専門職短期大学」など。 
 

       

        ※ さらに、幅広い意見を踏まえ、相応しい名称を定めることが適当。 

名 

称 
 

     

      ◎必要な財源の確保を図り、実践的な職業教育を行い、専門職業人養成を担う機関
として 
      相応しい支援 を行っていく。 
 

                     ※ 機関に対する基盤的経費やプロジェクト経費、 学生に対する修学支援や教員に対する研究助

成の 
       措置を図ることを基本とする。 
            ※ 産業界等から求められる人材の養成とそのための多元的な資金導入との好循環が確立された
機関と 
               なるよう、必要な制度設計等を進めていく。 

財
政
措
置 
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